
平成２７年度 研究費公正執行教育等実施方策（案） 

 

（１）研究費公正執行教育の実施方策 

 

１．研究費公正執行教育の対象者 

 

・ 競争的資金に関わる全ての構成員 

 ※ 全ての教員（特任教員、研究員を含む）、全ての職員（非常勤職員を含む）及び学生のうち競争

的資金の執行等に関わる者等。ガイドラインでは、競争的資金に関わる全ての構成員を対象に、

研究費公正執行教育の実施を求めている。 

 

２．実施体制 

 

・ 各部局等に、部局等内における公的研究費の不正防止のための運営・管理の統括を行う研究費公

正執行責任者を置き、原則として国立大学法人琉球大学予算規程第３条に規定する予算責任者をも

って充てる。（別紙１） 

・ 実施体制は、体制図としてとりまとめ、ＨＰに公開する。 

・ 研究費公正執行責任者は、必要に応じて研究費公正執行副責任者を置くことができる。なお、副

責任者を設置した際には、体制図に反映する必要があるため、研究推進課への報告を求める。 

・ 研究費公正執行教育は、毎年度実施する。 

 

３．実施方法  

 

・ 本学「Ｗｅｂ Ｃｌａｓｓ」を用いたｅラーニングによる受講を原則とする。 

・ 時限措置として、年度内に全学セミナーを実施する。 

 

４．理解度の把握方法 

 

・ ｅラーニング受講者は、Ｗｅｂ Ｃｌａｓｓにおいて理解度テストを受け、８０％以上の正答を

もって受講完了とする。 

・ 全学セミナー受講者は、セミナー会場で配布する小テストに記入し、８０％以上の正答をもって

受講完了とする。 

・ 各部局において、当該部局内全対象者の受講を確認する。 

・ 研究費公正執行責任者は、報告書（別紙２）を統括管理責任者（研究担当理事）へ提出する。 

 

５．全学セミナーの実施方策 

 

・ ＵＲＡによる説明 

・ 教材やテストはｅラーニングを流用する。 

 

６．未受講者に対する方策 

 

・ 研究費公正執行責任者の責任において、未受講者に対してｅラーニング受講またはセミナー参加

への督促を行う。 
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（２）誓約書の提出 

 

１．対象者 

 

・ 研究費公正執行教育の対象者に同じ。 

 

２．誓約書の提出 

 

・ 誓約書は、毎年度研究費公正執行教育の実施に併せて提出する。 

・ Ｗｅｂ Ｃｌａｓｓによる受講者は、当該システムを用いて誓約を行う。 

・ 全学セミナー受講者は誓約書（別紙３）を提出する。 

 

 

 （スケジュール） 

   １１月 ６日（金） 第２回研究費・研究活動不正対応ＷＧ 

   １１月１７日（火） 研究推進会議 

   １１月２４日（火） 教育研究評議会 

      〃      ２７年度研究費公正執行教育の開始 
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（別紙） 

 

 

平成  年  月  日 

 

  統括管理責任者 殿 

 

○○学部（○○センター）    

研究費公正執行責任者   

琉大 太郎  

 

 

研究費公正執行教育実施報告書 

 

 

 ○○学部（○○センター）においては、本部局内における競争的資金等の管理・運営に関わる全て

の構成員に対し、研究費公正執行教育を実施しましたので、報告します。 
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（琉球大学における公的研究費の不正使用防止のための管理・監査体制に関する規程 第９条関係） 

【役員・教職員用（非常勤職員含む）】 
 平成  年  月  日 

 
平成２７年度 

誓  約  書 
 
 琉球大学 長  殿 
 

所属部局等                 
 

氏   名                 
（氏名は必ず自署すること。） 

 
 私は、下記の事項を遵守することを誓約いたします。 
 

記 
 
 １．国立大学法人琉球大学における公的研究費の使用に関する行動規範を理解し、高

い倫理観に基づき行動すること。 
 
 ２．研究費の使用に当たり、本学が定める会計規則等並びに当該研究費の配分機関が

定める事務処理手続き及び使用ルールその他関係する法令・通知等（以下「規則等」

という。）を遵守するとともに、使用に当たっての説明責任を果たすこと。 
 
 ３．本学で管理すべき研究費の原資が国民の税金等でまかなわれていることを認識し、

研究計画等に基づき適正かつ計画的・効率的に使用するとともに、規則等に則り不正

使用及び不正行為を行わないこと、また、効率的かつ適正な事務処理を行うこと。 
 

４． 規則等に違反して不正を行った場合は、本学や配分機関の処分及び法的な責任

を負担すること。 
 
 
 （本様式は、役員・教職員すべてが自ら作成し、所属部局等にて保管すること。） 
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